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共同の力で国民投票法案阻止しよう

―

通常国会が１月20日始まりました。この日、憲法会議、許すな！憲法改悪市民連絡会、キリスト者平和ネットなど「５・３憲法集会」の事務局８団体がよびかけた「憲法改悪のための国民投票法案反対！小泉内閣の改憲暴走を許すな！緊急院内集会」が開かれ、参加した170人は、改憲の企てに反対する決意を固めあいました。

　　　　　　　　　　　　　　　　

共産、社民、無所属議員も
　衆院議員会館で開かれた集会では、政党を代表して共産党の笠井亮・衆院議員、社民党の福島みずほ・参院議員、無所属の糸数慶子・参院議員があいさつ、参加した共産党の佐々木憲昭、高橋千鶴子、赤嶺政賢、塩川鉄也、吉井英勝各衆院議員、紙智子、仁比聡平、吉川春子各参院議員、社民党の辻元清美、日森ふみひろ、保坂展人各衆院議員が一言ずつあいさつしました。

　集会では、連帯あいさつとしてＧＰＰＡＣジャパンの川崎啓氏が日本国憲法第９条への評価が国際的に高まっていることを紹介し、日本青年団協議会の田中潮氏が青年のなかでの憲法を守るユニークな運動を紹介しました。

　各界からの発言では、それぞれの団

	◇2006年５・３憲法集会

　　第１回実行委員会

＊日時　２月７日　６時30分～

＊会場　文京区民センター３Ｄ

＊議題　５・３集会について

◇STOP！憲法改悪　許すな戦争のための人づくり　06年２・11集会

　＊日時　２月11日　13時30分

　＊会場　永田町・星陵会館

　＊講演　日本国憲法と靖国・歴史認識問題（一橋大学・吉田裕）／思想・信教の自由と９条改憲（弁護士・澤藤統一郎）

　＊参加費　500円

主催　「『建国記念の日』に反対し思想・信教の自由を守る連絡会」




体の運動を交流しあうとともに、政党や団体間の共同がますます重要になっていると強調する声があがりました。

国民投票法案反対運動を論議

　中央憲法会議は１月20日に開いた担当常任幹事会で、国民投票法案をめぐる情勢や問題点、反対運動の進め方について論議しました。このなかで、国民投票法案は、①憲法の改悪、とりわけ第９条の改悪を目的としたものであり、国民の求めるものではない、②改憲案に対する国民的論議を抑圧したり、「過半数の賛成」の要件を最低限に設定するなど、国民の意思を正確に反映せずに憲法改悪を実現しようとする戦略の一環を担うものであり、憲法の精神に反する、ことを改めて確認しました。

　このことを踏まえ、各地、各団体で論議を深め、反対決議を採択し、各政党や出身議員に法案提出に反対する申し入れをおこなうことをよびかけるとともに、国会に提出する団体署名運動に取り組むこととし、至急にヒナ型を作成することにしました。

手軽に使えるリーフも作成

　憲法会議発行のブックレット『自民党「新憲法草案」は日本をどこへ導くか』は、“学習会などで使うのにぴったり”、と好評をもって迎えられ、これまで25000部近く普及されています。憲法会議は、引き続きその普及に努めることにしています。

同時に、“より手軽に普及しやすい学習・宣伝物を”との要望に応え、リーフレット『もし憲法が変わったらどうなるの？憲法９条の輝きを日本と世界に！』を作成しています。１部10円で今月末に完成します。

	小泉首相施政方針演説から

　
「戦後60年を経て、憲法の見直しに関する議論が各党で進んでいます。新しい時代の憲法のあり方について、国民とともに大いに議論を深める時期であります。憲法改正のための国民投票の手続を定める法案については、憲法の定めに沿って整備されるべきものと考えます」

「『国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ』、この憲法の前文の精神を体して、戦後、我が国は自由と民主主義を守り、平和のうちに豊かな社会を築いてまいりました。今後も、日米同盟と国際協調を外交の基本方針として、いかなる問題も武力によらずに解決するとの立場を貫き、世界の平和と安定に貢献してまいります。

在日米軍の兵力の構成見直しに当っては、抑止力の維持と沖縄を始めとする地元負担軽減の観点から、関係自治体や住民の理解と協力が得られるよう、全力を傾注します」


九条の会が６月に全国交流集会

　「九条の会」のアピールを支持する全国の地域・分野別の「会」は4000を突破しました。このことを踏まえ「九条の会」はこのほど、６月10日に、これらの「会」の全国的な交流集会を東京で開くと発表しました。昨年７月に東京で開かれた有明講演会の際に、「会」のネットワークづくりとともに全国によびかけていたものです。

　交流会の参加方法や運営などの細目については、運営委員会において検討し、近日中に発表するとしています。

５・３実行委が国会開会日に集会














